





















































果，ケース 0 は削減率 4%まで，ケース 1 は削減率 10%，ケース 2 は削減率 9%まで解が
得られた．目的関数である GRP の期間合計はケース 1 で削減率 8%，ケース 2 は削減率
7%まで 2,210兆円台で，それ以降は 2,120兆円台に落ち込んだ．環境負荷量を各ケース
の 2030年度負荷量と制約値で比較すると，ケース 1では削減率 8%まで，ケース 2では
削減率 7%までの温室効果ガス及び大気汚染物質へ，またケース 1 の削減率 8%以上及び
ケース 2 の削減率 6%以上の窒素に更なる対策が必要である．また，各政策への累計予
算配分をみると，ケース 2 のバイオマス発電政策への配分が削減率 7%以降著しく縮小
された．これらにより，本研究で対象の補助金政策実施による環境負荷同時削減率は最
大で 6%であることが明らかとなった． 
削減率 6%の場合，各政策への予算配分はケース 1，ケース 2ともに期間合計で 1,600
億円前後で，下水道政策への配分が最も多く，ケース 1では 92.96%，ケース 2で 62.02%
を占めた．太陽光発電政策には 467.07億円，バイオマス発電政策は BDFと RPFに 135.81
億円配分された．各政策の配分額が最も多かった地域は，下水道政策は足立区，葛飾区，
江戸川区へ合わせて 274.99 億円，太陽光発電政策は八王子市，町田市，多摩市へ合わ
せて 71.91億円，バイオマス発電政策は BDFに千代田区，中央区，文京区に 4.86億円，
RPFには港区，新宿区，江東区，品川区へ合わせて 59.24億円であった．バイオマスは
紙と食品廃棄物のうち廃食油がそれぞれ 95,715t（活用率 0.75%），3,195t（活用率 50.03%）
活用された． 
バイオマス発電を促すため建設費及び維持管理費を 4分の 1にしたところ，下水道政
策に 1,008.28億円，太陽光発電政策に 467.07億円，バイオマス発電政策の BDFに 3.31
億円，RPFに 69.34 億円配分することで削減率 6%が実現可能であった． 
 以上により，環境負荷の削減率 6%の場合が環境負荷の同時削減が産業構造を大きく
変更せず達成できる最大の削減率であることが明らかとなった．またその際，下水道政
策へ最も多く予算配分するとともに，太陽光発電政策及びバイオマス発電政策には，
602.89億円の予算配分を行う必要があることが分かった． 
 
